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構築物

　

車両運搬具

Ⅱ流動資産

　固定資産合計

減価償却累計額

出資金

建物

有形固定資産合計

工具器具備品

図書

減価償却累計額

３投資その他の資産

　資産合計

投資その他の資産合計

未収学生納付金収入

現金及び預金

　流動資産合計

前払費用

その他未収入金

6,188,366,865

１有形固定資産

217,729,684

354,025,726

△ 136,296,042

△ 138,345,420 1,342,306,580

1,480,652,000

Ⅰ固定資産

2,423,806,000土地

貸　 借　 対 　照 　表

（令和5年3月31日）

資産の部

(単位：円)

106,273,964

減価償却累計額 △ 20,524,049 85,749,915

 

美術品・収蔵品

778,595,690

7,965,000

4,890,019,327

10,000

10,000

1,298,347,538

1,276,651,231

減価償却累計額 △ 4,112,246 8,680,049

4,864,832,918

12,792,295

無形固定資産合計 25,176,409

1,611,425

ソフトウェア 23,564,984

２無形固定資産

電話加入権

3,482,700

118,454

18,095,153
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その他固定負債

寄附金債務（注）

減価償却相当累計額（△）（注）

（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

9,636,232

650,000

Ⅱ流動負債

　固定負債合計

資産見返寄附金

負債の部

Ⅱ資本剰余金

（うち当期総利益）

　資本剰余金合計

資産見返負債（注）

Ⅰ固定負債

預り金

未払消費税等

　利益剰余金合計

　流動負債合計

資本剰余金

　資本金合計

純資産の部

地方公共団体出資金

Ⅰ資本金

未払金

　負債合計

3,895,548,000

1,132,032,072

 

8,184,936

7,564,464

1,132,032,072

0

△ 137,570,745

3,895,548,000

0

1,132,682,072

(単位：円)

△ 137,570,745

　負債・純資産合計

　純資産合計 3,757,977,255

1,297,707,538

2,430,389,610

Ⅲ利益剰余金

6,188,366,865

0

当期未処分利益

科学研究費助成事業等預り金

1,193,288,595

前受共同研究費（注）

前受金

470,800

1,490,000

77,072,511
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雑損

運営費交付金収益（注）

授業料収益（注）

入学金収益（注）

検定料収益

受託研究収益（注）

共同研究収益（注）

受託事業等収益（注）

寄附金収益（注）

補助金等収益（注）

資産見返負債戻入（注）

臨時損失

臨時利益

（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

資本剰余金を減額したコスト等に関する注記
0

減価償却相当額 △ 137,570,745
賞与引当増加相当額 △ 3,334,000
退職給付引当増加相当額 △ 26,556,300
小計 △ 167,461,045

　　　資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 △ 167,461,045

科学研究費助成事業等に関する注記
当期受入額
当期支出額

0

14,202,393
12,184,927

3,901

文献複写料収益 5,756

709,386

研究関連収入

169,562,006

財産貸付料収益

当期総利益

50,855,061 50,855,061

当期総利益

当期純利益

経常利益

物品受贈益

消耗品費

7,228,676

307,904

3,582,000

46,897,600

223,411,000

50,855,061 50,855,061

役員人件費

経常費用合計

職員人件費

経常収益

一般管理費

その他雑益

教員人件費

303,795,481

経常収益合計

0

経常費用

(単位：円)

教育経費

316,124,898

590

業務費

　損　益　計　算　書

 （令和4年4月1日～令和5年3月31日）

研究経費 7,445,822

教育研究支援経費 19,211,357

受託事業費 6,322,179

受託研究費 307,904

共同研究費 3,421,437

1,507,774,943

52,714,658

1,191,649,455

488,615,282

309,815,335

557,314,000

2,391,607

206,498,000

252,004,145

3,901

0

1,507,774,943

38,574,10410,761,505

3,042,635

7,045,322

雑益

169,562,006

財務収益

資産見返寄附金戻入

講習料等収入 17,009,500

受取利息

手数料収益
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うち当期純利
益（又は当期
純損失）

当期首残高 3,895,548,000 3,895,548,000 0 0 0 0 0 - 0 3,895,548,000

当期変動額

　Ⅰ　資本金の当期変動額

　Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

　　　　　減価償却 0 0 0 △ 137,570,745 △ 137,570,745 0 0 0 0 △ 137,570,745

　Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

4 　（１）　利益の処分又は損失の処理

　（２）　その他

　　　　　当期純利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期変動額合計 0 0 0 △ 137,570,745 △ 137,570,745 0 0 0 0 △ 137,570,745

当期末残高 3,895,548,000 3,895,548,000 0 △ 137,570,745 △ 137,570,745 0 0 0 0 3,757,977,255

Ⅰ　資本金

資本剰余金
資本金
合計

設立団体
出資金

資本剰余金
合計

Ⅱ　資本剰余金

積立金

当期未処分
利益（又は
当期未処理

損失）

減価償却
相当累計額

（△）

純資産
合計

　純　資　産　変　動　計　算　書

 （令和4年4月1日～令和5年3月31日）

(単位：円)

利益剰余金
（又は繰越欠
損金）合計

Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）



Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 302,123,436

人件費支出 △ 816,530,338

その他の業務支出 △ 134,469,164

運営費交付金収入 223,411,000

授業料収入 554,700,340

入学金収入 191,834,000

検定料収入 46,750,600

受託研究等収入 307,904

共同研究等収入 5,072,000

受託事業等収入 6,384,894

補助金等収入 251,940,845

寄附金収入 1,209,364,728

科学研究費助成事業等預り金収支差額 7,564,464

その他の収入 46,134,019

　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,290,341,856

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 13,684,526

投資その他の資産の取得による支出 △ 10,000

　　　小計 △ 13,694,526

利息及び配当金の受取額 3,901

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 13,690,625

Ⅲ　資金増加額 1,276,651,231

Ⅳ　資金期首残高 0

Ⅴ　資金期末残高 1,276,651,231

キャッシュ・フロー計算書

(令和4年4月1日～令和5年3月31日）

（単位：円）
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Ⅰ 当期未処分利益

当期総利益 0

Ⅱ 利益処分額

積立金 0

0 0

利益の処分に関する書類

(単位：円）

第1期事業年度（令和5年3月31日）
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注 記 事 項      

 
 

Ⅰ 重要な会計方針 

改訂後の「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解」（令和４年８月31 日改

訂）並びに「『地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令

和４年９月改訂）（以下「地方独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成し

ております。 

なお、地方独立行政法人会計基準等のうち、資産見返負債の会計処理の廃止に係る改訂内容につい

ては、令和５年度から適用し、収益認識に関する会計基準の導入による改訂内容については、令和６年

度から適用します。 

 

１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

   原則として、期間進行基準を採用しております。 

なお、退職一時金については、費用進行基準を採用しています。 

 

２ 減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としております。主な資産の耐用年数は

以下のとおりであります。 

建物         ２～45年 

構築物        ２～17年 

工具器具備品     １～10年 

車両運搬具      ３～４年 

なお、受託研究等収入により購入の資産については、当該受託研究期間を耐用年数としてお

ります。 

また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、 

減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

 

３ 引当金の計上基準 

（１）賞与引当金及び見積額の計上基準 

役員及び教職員に対して支給する賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置

がなされているため、賞与引当金は計上しておりません。 

なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における賞与引当増加相当額は、当期末の賞与

引当相当額から当期首の同相当額を控除した額を計上しております。 

 

（２）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当

金は計上しておりません。 

なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における退職給付引当増加相当額は、地方独立

行政法人会計基準第８９に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を

計上しております。 

 

４ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 
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Ⅱ 貸借対照表関係 

  

１ 賞与引当金の見積額 

  運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額は3,334,000円です。 

 

２ 退職給付引当金の見積額 

 運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額は26,556,300円です。 

 

 

Ⅲ 公立大学法人の業務運営に関する住民等の負担に帰せられるコストの注記関係 

 

１ 業務費用 

（１）損益計算書上の費用                 1,558,630,004円 

（２）（控除）自己収入等               △1,080,172,224円 

   業務費用合計                            478,457,780円 

２ 資本剰余金を減額したコスト等                     167,461,045円 

３ 機会費用 

    地方公共団体出資等の機会費用             12,245,640円  12,245,640円 

 ４ （控除）設立団体納付額                             0円 

５ 公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト      658,164,465円 

 

公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストの注記における機会費用の計上

方法 

（１） 地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10年利付政府保証債の令和４年３月末利回りを参考に0.320％で計算しています。 

 

 

Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係 

 

１ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

令和５年３月31日 

現金及び預金  1,276,651,231円 

 

２ 重要な非資金取引の内容 

（1）現物出資の受入による資産の取得 

  土地        2,423,806,000円 

  建物        1,471,742,000円 

 

（2）現物寄付による資産の取得 

  構築物       354,025,726円 

工具器具備品   103,263,264円 

図書        776,831,864円 

美術品・収蔵品   7,965,000円 

車両運搬具    12,792,295円 

ソフトウェア   31,419,978円 

電話加入権     1,611,425円 

 

（3）寄附物品の受入 

  物品受贈益   50,855,061円 
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Ⅴ 金融商品に関する事項 

 

  １ 金融商品の状況に関する事項 

   当法人は、資金運用については預金に限定し実施しております。 

  資金運用にあたっては当法人が適用する地方独立行政法人法第43条の規定に基づき実施しており

ますが、公債・社債及び株式等は保有しておりません。 

      

２ 金融商品の時価等に関する事項 

      現金は注記を省略しており、預金、未収入金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

Ⅵ 減損会計関係 

該当事項はありません。 

 

 

Ⅶ 賃貸等不動産の時価等に関する事項 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

 

 

Ⅷ 重要な債務負担行為 

  該当事項はありません。 

 

 

Ⅸ 重要な後発事象 

  該当事項はありません。 

 



（単位：円）

当　  期
償 却 額

当期減
損損失

当期減
損損失
相当額

建　物 1,471,742,000 - - 1,471,742,000 137,570,745 137,570,745 - - - 1,334,171,255 注1）

計 1,471,742,000 - - 1,471,742,000 137,570,745 137,570,745 - - - 1,334,171,255

建　物 - 8,910,000 - 8,910,000 774,675 774,675 - - - 8,135,325

構築物 - 354,025,726 - 354,025,726 136,296,042 136,296,042 - - - 217,729,684 注1）

工具器具備品 - 106,273,964 - 106,273,964 20,524,049 20,524,049 - - - 85,749,915 注1）

図書 - 778,595,690 - 778,595,690 - - - - - 778,595,690 注1）

車両運搬具 - 12,792,295 - 12,792,295 4,112,246 4,112,246 - - - 8,680,049 注1）

計 - 1,260,597,675 - 1,260,597,675 161,707,012 161,707,012 - - - 1,098,890,663

土　地 2,423,806,000 - - 2,423,806,000 - - - - - 2,423,806,000 注1）

美術品・収蔵品 - 7,965,000 - 7,965,000 - - - - - 7,965,000 注1）

計 2,423,806,000 7,965,000 - 2,431,771,000 - - - - - 2,431,771,000

土　地 2,423,806,000 - - 2,423,806,000 - - - - - 2,423,806,000

建　物 1,471,742,000 8,910,000 - 1,480,652,000 138,345,420 138,345,420 - - - 1,342,306,580

構築物 - 354,025,726 - 354,025,726 136,296,042 136,296,042 - - - 217,729,684

工具器具備品 - 106,273,964 - 106,273,964 20,524,049 20,524,049 - - - 85,749,915

図書 - 778,595,690 - 778,595,690 - - - - - 778,595,690

車両運搬具 - 12,792,295 - 12,792,295 4,112,246 4,112,246 - - - 8,680,049

美術品・収蔵品 - 7,965,000 - 7,965,000 - - - - - 7,965,000

計 3,895,548,000 1,268,562,675 - 5,164,110,675 299,277,757 299,277,757 - - - 4,864,832,918

ソフトウェア - 31,419,978 - 31,419,978 7,854,994 7,854,994 - - - 23,564,984 注1）

電話加入権 - 1,611,425 - 1,611,425 - - - - - 1,611,425 注1）

計 - 33,031,403 - 33,031,403 7,854,994 7,854,994 - - - 25,176,409

出資金 - 10,000 - 10,000 - - - - - 10,000

計 - 10,000 - 10,000 - - - - - 10,000

注1）期首残高には周南市から現物出資をされた土地2,423,806,000円及び建物1,471,742,000円を記載しております。

投資その他
の資産

無形固定
資産

有形固定
資産

（特定償却
資産）

有形固定
資産

（特定償却
資産以外）

当    期
減 少 額

差    引
当 期 末
残    高

減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額

有形固定
資産合計

摘要
期   末
残   高

非償却
資産

附属明細書

当期増加額には、学校法人徳山教育財団から引き継いだ構築物354,025,726円、工具器具備品103,263,264円、図書776,831,864円、美術品・
収蔵品7,965,000円、車両運搬具12,792,295円、ソフトウェア31,419,978円を含めて記載しております。

（１）固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第 87 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第 91資産除去債務
　　に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

資　産　の　種　類
期   首
残   高

当    期
増 加 額
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(2)　棚卸資産の明細

　該当事項はありません。

(3)　有価証券の明細

　該当事項はありません。

(4)　長期貸付金の明細

　該当事項はありません。

(5)　長期借入金の明細

　該当事項はありません。

(6)　公立大学法人債の明細

　該当事項はありません。

(7)　引当金の明細

　該当事項はありません。

(8)　資産除去債務の明細

　該当事項はありません。

(9)　保証債務の明細

　該当事項はありません。

(10)　資本剰余金の明細

　該当事項はありません。

(11)　目的積立金の取崩しの明細

　該当事項はありません。
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(12)　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細
(12)－1　運営費交付金債務

（単位：円）

(12)－2　運営費交付金収益
（単位：円）

(13)　運営費交付金以外の設立団体等からの財源措置の明細
(13)－1　施設費の明細

　　 該当事項はありません。

(13)－2　補助金等の明細
（単位：円）

(14)　役員及び教職員の給与の明細
（単位：円、人）

注１) 役員に対する報酬は、公立大学法人周南公立大学役員報酬規程に基づき算出を行っております。
注２）教職員の給与及び退職手当は、公立大学法人周南公立大学職員給与規程、公立大学法人周南公立大学職員退職手当規程に基づき
　　　算出を行っております。なお、退職手当は給料月額に勤続期間を勘案して算出を行っております。
注３）役員、教職員の支給人数には、年間平均支給人員数を記載しております。また、退職給付には、期末時の総支給人員数を記載しております。
注４）報酬又は給与欄には受託研究費に含まれる人件費は含まれておりません。

(15)　開示すべきセグメント情報

　　該当事項はありません。

周南公立大学施設整備
費補助金

周南市  直接経費 － 189,976,345 －

223,411,000

223,411,000

8

計 －

支給人員

4

金額 支給人員

－

3

31,943,894

資本剰余金

－

合　計

－

－223,411,000 223,411,000 －

5,204,100

期間進行基準によるもの

845,941,175

－ 120,000

454,085,188

252,004,145

合　計 223,411,000－

業務等区分

218,206,900

費用進行基準によるもの

－

5,204,100

交付年度 期首残高 交付金
当期交付額 運営費

交付金収益

合　計

令和４年度
交付分

令和４年度 －

経費の別 期首残高 当期交付額

小　計

61,599,800

資産見返
運営費交付

218,206,900

－

801,725,483 95

－

周南防犯協
議会

 直接経費

169

44,215,692

486,029,082

常　勤

－

89

 直接経費

8

－

金額

合　計

常　勤

非常勤

計

教　　員 非常勤

職　　員

常　勤

非常勤

計

75

49

－

－

計

常　勤

4

40

－

5

直接経費

200,000
県内企業と連携した
キャリア教育等支援事
業補助金

大学リーグ
山口

 直接経費 －－

周南市

周南防犯協議会防犯灯
設置費補助金

役　　　員

区　　分

計

880,000

51,834,658

報酬又は給料等

非常勤

223,411,000

名　称

周防大島町大学等連携
地域活性化事業補助金

－

周南公立大学授業料等
減免費交付金

交付元

－

当期振替額

223,411,000

摘要

－

－

補助金等収益

223,411,000

－ －

期末
残高

200,000

－

61,599,800 － 61,599,800

－

120,000

200,000

108,000

189,976,345

252,004,145

－

252,004,145 －

－ －

－

－

252,004,145

長期預り
補助金等

資本剰余金
建設仮勘定

見返補助金等

－

－

－ 120,000

間接経費合　計

－

－ －

－

－

252,004,145 －

－

－

52,714,658

31

43 3

－

295,805,637

－

11,391,798

307,197,435 73

－

－ 252,004,145

－

－

2,586,200

退職給付

5,204,100

－

5,204,100

2,617,900

5

－

－

8

－

－

2,586,200

－

2,617,900

－

189,976,345

資産見返
補助金等

－

－

－

－

－

－

－ 108,000 －

期末残高
当期振替額

周防大島町  直接経費 － 108,000 － －
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(16)　業務費及び一般管理費の明細
（単位：円）

教育経費
消耗品費 9,241,211
管理物品費 4,400,550
印刷製本費 4,145,913
水道光熱費 38,182,230
旅費交通費 8,845,474
通信運搬費 5,499,273
賃借料 12,436,751
車両燃料費 3,016,684
福利厚生費 2,100,960
保守委託費 16,139,972
修繕費 9,800,347
損害保険料 3,204,004
広告宣伝費 400,000
諸会費 2,170,775
会議費 64,312
交際費 74,914
報酬・委託・手数料 69,336,300
奨学費 95,089,000
租税公課 699,467
減価償却費 18,059,847
雑費 887,497 303,795,481

研究経費
消耗品費 3,186,351
管理物品費 398,170
印刷製本費 549
旅費交通費 1,501,058
通信運搬費 229,178
賃借料 216,381
諸会費 1,214,911
交際費 50,853
報酬・委託・手数料 451,550
減価償却費 77,220
研究人件費 33,300
雑費 86,301 7,445,822

教育研究支援経費
消耗品費 3,312,451
印刷製本費 99,220
賃借料 184,800
諸会費 55,000
報酬・委託・手数料 15,559,886 19,211,357

受託研究費
消耗品費 15,821
管理物品費 215,127
通信運搬費 24,200
諸会費 52,157
雑費 599 307,904

共同研究費
消耗品費 329,326
管理物品費 260,212
印刷製本費 141,900
旅費交通費 341,660
賃借料 12,890
広告宣伝費 47,446
会議費 87,820
報酬・委託・手数料 2,151,583
研究人件費 48,600 3,421,437
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受託事業費
消耗品費 696,666
印刷製本費 45,320
旅費交通費 31,955
通信運搬費 78,705
賃借料 189,750
福利厚生費 204,640
会議費 28,202
交際費 12,587
報酬・委託・手数料 4,731,254
研究人件費 298,800
雑費 4,300 6,322,179

役員人件費
   常勤役員人件費

報酬 31,011,364
賞与 12,463,200
法定福利費 7,439,694
通勤手当 920,400 51,834,658

   非常勤役員人件費
報酬 880,000 880,000 52,714,658

教員人件費
　   常勤教員給与

給料 273,833,822
賞与 93,118,001
退職給付費用 2,586,200
法定福利費 82,027,992
通勤手当 5,105,373 456,671,388

　   非常勤教員給与
給料 26,015,000
法定福利費 95,550
通勤手当 5,833,344 31,943,894 488,615,282

職員人件費
　   常勤職員給与

給料 182,547,437
賞与 57,571,225
退職給付費用 2,617,900
法定福利費 51,474,775
通勤手当 4,212,200 298,423,537

　   非常勤職員給与
給料 10,925,589
賞与 18,000
法定福利費 62,254
通勤手当 385,955 11,391,798 309,815,335

一般管理費
消耗品費 6,615,404
管理物品費 1,298,000
印刷製本費 2,916,757
水道光熱費 5,253,986
旅費交通費 7,217,977
通信運搬費 1,868,247
賃借料 4,593,944
車両燃料費 487,894
福利厚生費 2,561,593
保守委託費 1,814,712
修繕費 6,245,294
損害保険料 675,230
広告宣伝費 34,208,003
諸会費 1,465,171
会議費 95,308
交際費 999,722
報酬・委託・手数料 86,213,880
租税公課 142,441
減価償却費 151,424,939
雑費 26,396 316,124,898
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(17)  寄附金の明細
（単位：円、件）

(18)  受託研究の明細

(19)  共同研究の明細

(20)  受託事業等の明細

(21)　科学研究費助成事業等の明細

注）上段（　）内に直接経費相当額を、下段に間接経費相当額を記載しております。

日本学術研究会
科学研究費補助金・基盤研究A

(300,000) (1)

90,000 1

合　　計
直接経費 － 7,138,968 7,138,968 －

間接経費 － 89,708 89,708 －

間接経費 － － － －
その他

直接経費 － 5,995,394 5,995,394 －

地方公共団体（設立団体以外）
直接経費 － 380,000 380,000 －

間接経費 － － －

地方公共団体（設立団体）
直接経費 － 763,574 763,574 －

間接経費 － 89,708 89,708

区　　分 経費の別 期首残高 当期受入額 受託事業収益 期末残高

区　　分 共同研究収益

－－

当期受入額

合　　計
－

株式会社等
直接経費

(485,460)

87,248
日本学術研究会
科学研究費補助金（研究スタート）

当期受入額 受託研究収益

822,000

1

(531,289)

570,000

間接経費

－ 307,904 307,904

3,042,635

(14,202,393)

21

(1)

30,000

(1)日本学術研究会
科学研究費補助金（分担金）・挑戦萌芽

(100,000)

日本学術研究会
科学研究費補助金・基盤研究Ｃ

日本学術研究会
科学研究費補助金・若手

1,110,000

384,000

(9)日本学術研究会
科学研究費補助金（分担金）・基礎研究Ｃ 8

(1,570,000)

(2,040,000)日本学術研究会
科学研究費補助金・挑戦萌芽 612,000

(1)

(24)

1

合　　計

1

1,162,000

日本学術研究会
科学研究費補助金・基盤研究Ｂ 1

(1)

当期受入額種　　目

3

(2,400,000)

区　　分 期首残高

(3)

国

経費の別 期首残高

－

経費の別

(6,775,644)

159,387

直接経費

期末残高

－－

5

(7)

－

摘　　要件　　数

307,904 －

間接経費

－

－

直接経費 － －

－

－

－ －

合　　計

－

間接経費

－

株式会社等

独立行政法人・国立大学法人

間接経費 －

－

－ 307,904

－

－

－

直接経費 － －

直接経費

間接経費 －

－

直接経費 2,760,000 1,150,000

間接経費 1,162,000 822,000 340,000

（単位：円）

（単位：円、件）

－ 3,910,000

3,910,000 2,760,000 1,150,000

－

－

期末残高

340,000

件数には、図書の冊数を含んでいます。2,497,274,280（1,287,909,552）

件　　数

202,752（200,758)

摘　　要

（単位：円）

注）（　）は現物寄附によるもので、内訳として記載しております。

当期受入額
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(22)　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

①現金及び預金

（単位：円）

②未　払　金

（単位：円）

区　　分 金　　額 摘　　要

現金 681,187

普通預金 1,275,970,044

合　　計 1,276,651,231

区　　分 金　　額 摘　　要

人件費 27,030,964

合　　計 77,072,511

固定資産 －

その他 50,041,547
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